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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４．従業員数は、就業人員数を表示しております。 

回次 
第25期 

第１四半期連結
累計(会計)期間

第24期 

会計期間 

自平成20年 
４月１日 

至平成20年 
６月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成20年 
３月31日 

売上高（百万円） 16,456 65,419 

経常利益又は経常損失（△）（百

万円） 
△241 6,130 

四半期純損失（△）又は当期純利

益（百万円） 
△440 3,438 

純資産額（百万円） 16,222 16,682 

総資産額（百万円） 39,418 41,762 

１株当たり純資産額（円） 111,552.87 114,685.66 

１株当たり四半期純損失金額

（△）又は当期純利益金額（円） 
△3,055.79 23,838.94 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
－ － 

自己資本比率（％） 40.8 39.6 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
△963 6,403 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
△840 △2,906 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
△26 △3,233 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
5,448 7,329 

従業員数（人） 

〔外、平均臨時雇用者（人）数〕 

380 

[891]

362 

[899]
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２【事業の内容】 

 当第１四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業に内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員であります。 

２．従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第１四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は、就業人員であります。 

平成20年６月30日現在

従業員数（人） 380 (891) 

平成20年６月30日現在

従業員数（人） 265   
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第２【事業の状況】 

１【生産、受注及び販売の状況】 

 当第１四半期連結会計期間における売上高実績を収入区分別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．販売の相手先は一般視聴者であり、主な相手先別に記載するべきものはありません。 

３．その他収入には広告放送収入65百万円を含んでおります。  

 加入者の状況、加入方法及び有料放送の料金体系 

  (1）加入者の状況 

(2）加入方法 

① デジタル機器（直接受信）による視聴の場合 

 加入申込は、カスタマーセンターでの電話による受付及びインターネット等を通じて顧客と当社が直接契約する

形態と特約店業務委託契約をしている電気店等を通じて行う形態があります。 

② ケーブルテレビ局経由による視聴の場合 

 加入申込は、当社が契約しているケーブルテレビ局を通じて行っております。 

   ③  スカパー経由による視聴の場合 

     加入申込は、㈱スカイパーフェクト・コミュニケーションズを通じて行っております。 

区分 売上高（百万円） 前年同期比（％） 

有料放送収入 14,862 － 

加入料収入 3 － 

視聴料収入 14,859 － 

その他収入 1,593 － 

合計 16,456 － 

  当第１四半期連結会計期間（千名） 

新規加入者数 180 

解約者数 151 

正味加入者数 28 

累計加入者数 2,465 
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  (3）有料放送の料金体系 

料金体系表 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２【経営上の重要な契約等】 

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

区分  視聴料 備考 

Ⅰ アナログ 

①衛星アナログ有料放送サービス 

  

月額視聴料   2,000円 

支払方法 毎月払い 2,000円 

  ３ヶ月分前払い 6,000円 

  ６ヶ月分 〃 11,400円 

  １年分前払い 22,000円 

  

②衛星アナログ有料放送サービス

に衛星デジタル有料放送サービ

スを追加して有料放送契約を締

結する場合の衛星アナログ有料

放送サービス 

月額視聴料（毎月払い）   1,200円 ただし、有料放送契約の成

立する日の属する月の翌月

及び翌々月の当該衛星アナ

ログ有料放送サービスの有

料放送料金は無料 

Ⅱ デジタル 

①衛星デジタル有料放送サービス 

  

月額視聴料（毎月払い）   2,300円 
  

②衛星アナログ有料放送サービス

から衛星デジタル有料放送サー

ビスに有料放送契約を移行する

場合 

月額視聴料（毎月払い）   2,000円 ただし、移行月の翌月から

２ヶ月間 

③衛星デジタル有料放送サービス

に更に衛星デジタル有料放送サ

ービスを追加して有料放送契約

を締結する場合の衛星デジタル

有料放送サービス 

月額視聴料（毎月払い）   900円 
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３【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 業績の状況 

 当第１四半期におけるわが国経済は、エネルギー・原材料価格の高騰、米国サブプライムローン問題による世界的

な金融市場の混乱などの影響を受け、企業業績の先行きに陰りがみえ、景気の減速感が強まっています。 

 しかしながら、薄型デジタルテレビに代表されるデジタル受信機は、平成20（2008）年６月末で約3,800万台と、

価格の低下もあり順調な増加傾向で推移しています。８月には北京五輪の開催もあり、さらなる普及が見込まれてお

ります。 

 このような環境下、「UEFA EURO 2008TM サッカー欧州選手権」をはじめスポーツ、映画や海外ドラマ等の番組の

充実に注力し、その良さを訴求することで、加入獲得及び解約抑制を図ってまいりました。 

 その結果、当第１四半期連結会計期間における収支の状況は、累計正味加入件数の増加及びデジタル加入件数の増

加により有料放送収入が増加し、売上高は164億56百万円と前年同期に比べ２億60百万円（1.6％）の増収となりまし

た。しかし、コンテンツ強化による番組費の大幅増加及び広告宣伝費投下等により２億32百万円の営業損失の計上と

なり前年同期に比べて22億５百万円の減益となりました。営業外損益においては、為替差損益の悪化等により、２億

41百万円の経常損失の計上となり前年同期に比べて23億71百万円の減益となりました。また、特別損失として投資有

価証券評価損計上等により、４億40百万円の四半期純損失の計上となり前年同期に比べて21億36百万円の減益となり

ました。 

 各部門の営業状況は次の通りであります。 

（ⅰ）有料放送 

 番組につきましては、No.1プレミアム・ペイチャンネルの地位をより確かなものとするため、徹底して強化を行い

ました。 

 スポーツでは、４年に一度のサッカーの祭典「UEFA EURO 2008TM」を全31試合生中継、ハイビジョンで放送しまし

た。大会の開催期間である６月の新規加入件数は、89,526件となり、６月単月の加入件数としては過去最高を記録し

ました。また、グランドスラム４大会のうち「全仏オープンテニス」、「ウィンブルドンテニス」をお届けしまし

た。 

 オリジナルドラマ製作プロジェクト「ドラマＷ」では、初の連続ドラマとなる「パンドラ」を放送しました。初回

は未加入者も視聴できるように無料放送でお届けした結果、加入申込みの問い合わせが殺到しました。また最終回を

待たずに、放送批評懇談会の４月度ギャラクシー賞テレビ部門月間賞に選出されるという異例の評価を受けました。

 映画では、平成19（2007）年邦画興行収入No.1の「HERO」をはじめ、「西遊記」、「ナイト ミュージアム」、

「ロッキー・ザ・ファイナル」などの国内外の大ヒット作を中心に放送し、高利用率を記録しました。 

 海外ドラマでは、「CSI:７ 科学捜査班」、「ミディアム３ 霊能者アリソン・デュボア」、「恋するブライアン」

など、全米で話題の最新ドラマシリーズを放送しました。 

 音楽では、「ウルフルズ結成20周年ライブin武道館「希望、無謀」」などを放送したほか、ＷＯＷＯＷオリジナル

のオムニバス・ライブを加入者招待企画と連動して行い、好評をいただきました。 

 ステージでは、「熊川哲也スペシャル 新作バレエ「ベートーヴェン第九」」や「NODA・MAP「キル」」など、チケ

ット入手が困難な舞台を中心にお届けしました。 

 加入推進につきましては、新聞を中心に「番組」訴求を軸としたプロモーションを展開しました。あわせて当社の

番組の魅力を未加入者にお届けする「無料放送の日」を、６月の「UEFA EURO 2008 TM」の開幕直前に実施し、加入

獲得に大きな成果を上げました。 

 また、デジタル契約への移行推進を図るため、４月１日に加入料を廃止し、デジタル割引制度の導入など料金体系

を変更しました。５月９日には、BSデコーダを新規で必要とされるお客さまの加入受付を終了しました。 

 解約抑制につきましては、「プラスＷ」という加入者にご案内するサービスを通じて、ＷＯＷＯＷのエンターテイ

ンメントをより深く楽しんでいただく取り組みを行いました。加入者をオーストリアに招待し、

「UEFA EURO 2008 TM」の決勝を観戦していただいたほか、製作参加作品である映画「純喫茶磯辺」の完成披露試写

会に招待するなど、加入満足度向上に努めました。 

 その結果、当第１四半期の新規加入件数は、180,148件（前年同期比85.9 %増、内BSデジタル131,381件）、解約件

数は151,972件（同3.1％増、内BSデジタル90,833件）となり、新規加入件数から解約件数を差し引きました正味加入

件数は28,176件の増加（前年同期に比べ78,690件の増加）となりました。BSアナログ契約からBSデジタル契約への移

行は、29,108件（前年同期比16.0％減）となり、当第１四半期末の累計正味加入件数は2,465,940件（同3.5%増、内

BSデジタル1,515,267件）となりました。 
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（ⅱ）その他 

 映画製作では、平成20（2008）年６月に製作参加作品「ダイブ!!」、「西の魔女が死んだ」を公開したほか、劇場

用映画レーベル「ＷＯＷＯＷ ＦＩＬＭＳ」の第２弾「きみの友だち」を撮影地である山梨県で先行公開しました。

「きみの友だち」は７月より全国順次公開となり、第３弾「その日のまえに」も11月の公開に向けて、着々と制作が

進行しております。  

 自社コンテンツの２次利用においては、株式会社ソニー・ピクチャーズ・エンターテインメントと合同で、「ドラ

マＷ」のうち７作品を「観るベストセラー」シリーズとして発売し、コンテンツのマルチユースを図りました。 

 テレマーケティング関連では、テレマーケティング業務受託、各種コンタクトセンター受託運営を行っている連結

子会社の株式会社ＷＯＷＯＷコミュニケーションズが、新規クライアントの獲得と業務の見直しによる効率化を進め

るとともに、人材の育成、品質の維持向上を行いました。 

(2) キャッシュ・フローの状況 

 当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末と比

べ18億80百万円減少し、54億48百万円となりました。 

 当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第１四半期連結会計期間における営業活動の結果使用した資金は９億63百万円となりました。これは主に、税金

等調整前四半期純損失２億88百万円の計上及び仕入債務の減少額９億75百万円等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第１四半期連結会計期間における投資活動の結果使用した資金は８億40百万円となりました。これは主に、有形

固定資産の取得による支出４億89百万円及び敷金及び保証金の差入による支出２億４百万円等によるものでありま

す。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第１四半期連結会計期間における財務活動の結果使用した資金は26百万円となりました。これは主に、短期借入

金の純増減額６億円、配当金の支払額４億20百万円及び割賦代金の支払による支出１億25百万円等によるものであり

ます。 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

(4)株式会社の支配に関する基本方針について 

①会社の支配に関する基本方針の内容 

 当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当社の企業価値

ひいては株主の皆様の共同の利益を継続的かつ持続的に確保し、向上させることを真摯に目指す者である必要が

あると考えております。 

 当社は、1991年４月に日本初の民間有料衛星放送局として営業放送を開始して以来、放送衛星による有料放送

事業を中核に据え、有限希少な電波を預かる放送事業者としての公共的使命を尊重し、「衛星放送を通じ人々の

幸福と豊かな文化の創造に貢献する」との企業理念の下、有料放送事業及び映像コンテンツ業界において、その

存在感を増して地位を揺るぎないものとすることを戦略の柱に据え、上質なコンテンツ及び各種サービスを視聴

者の皆様に提供することによって顧客満足度を高めるとともに、株主の皆様、視聴者の皆様、従業員、取引先等

当社を支えるステークホルダーとの間に強固な信頼関係を築くことに努めてまいりました。当社の企業価値の源

泉は、顧客満足度の向上に資する上質なコンテンツ及び各種サービスを提供するために永年蓄積してきた、番組

制作・編成ノウハウ、営業ノウハウ、顧客管理知識等、並びに、ステークホルダーとの強固な信頼関係にあるも

のと考えております。 

 したがって、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、かかる当社の企業価値を生み出す源泉を育

て、強化していくことにより、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益の確保・向上を真摯に目指す者

でなければならないと考えます。 

 もっとも、当社は上場会社であるため、当社株券等は株主の皆様及び投資家の皆様による自由な取引が認めら

れております。したがって、当社株券等の大規模買付行為がなされた場合においても、これが当社の企業価値ひ

いては株主の皆様の共同の利益に資するものであれば、これを否定するものではなく、誰が当社の財務及び事業

の方針の決定を支配する者になるかは、最終的には株主の皆様のご判断に委ねられるべきものであると考えま
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す。 

 しかしながら、昨今のわが国の資本市場においては、株主の皆様及び投資家の皆様に対する必要十分な情報や

熟慮のための機会が与えられることなく、あるいは対象会社の取締役会が意見表明を行い、代替案を提案する等

のための情報や時間を提供せず、突如として、株券等の大規模買付行為を強行する等といった動きが顕在化しつ

つあります。このような大規模買付行為の中には、真摯に合理的な経営を行う意思が認められないもの等当社の

企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を毀損する買付行為もあり得るものと考えられます。 

 かかる当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を毀損するおそれがある大規模買付行為を行う者は、

当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えます。 

②会社の支配に関する基本方針の実現に資する企業価値及び株主共同の利益の確保・向上に向けた取組み 

 当社グループを取巻く環境は、2011年のテレビ放送の完全デジタル化を控えたテレビ受信機及び映像コンテン

ツ制作のデジタル化等の進展、並びに、光ファイバーの普及及びIP等に関する技術の発展により、大きな変化を

起こしつつあります。 

 また、これまでの放送事業者が用いてきた電波以外にも、ブロードバンドでの映像配信等、映像コンテンツを

市場に送る方法が本格的に多様化しており、これらの状況に対応すべく通信・放送に関する総合的法体系の見直

しも進んでおります。 

 当社は、こうした環境の変化に積極的に対応していくため、テレビ放送の完全デジタル化という大きな節目と

なる2011年までをそれ以降の大きな飛躍のための戦略期間と判断し、「2009～2011年度中期経営計画」（以下

「本中期経営計画」といいます。）を策定するとともに、「2006～2008年度中期経営戦略」の最後の年度である

2008年度については、本中期経営計画と基本方針を同一にし連続性を持った事業計画として、「2008年度事業計

画」（「本中期経営計画」とあわせて、以下「両計画」といいます。両計画の詳細に関しては、当社ホームペー

ジ（http://www.wowow.co.jp/IR/）をご参照下さい。）を新たに策定し直し、両計画を本年１月30日に発表いた

しました。 

 両計画の策定にあたっては、当社は、テレビ放送の完全デジタル化という大きな節目となる2011年の市場の姿

を描き、それまでの間にどのような市場変化が起こるのかを想定しました。その上で、当社は、2011年以降の市

場環境においても、当社がNo.１プレミアムペイチャンネルでいるための必要条件は何か、また、この激変の期間

をどう乗り越えて大きな飛躍を遂げるかを、欧米の有料放送事業者の成功例等も参考にしながら検討してまいり

ました。 

 その結果として、当社は、テレビ放送の完全デジタル化に伴って起こる環境変化を放送市場、特に有料放送市

場の成長の大きなチャンスと捉えた上で、両計画の内容として、市場とともに成長し、さらに有料放送のリーデ

ィングカンパニーとして市場の成長を牽引していくための諸施策を決定いたしました。 

 当社は、放送事業者として公共的使命を担っていることを十分に意識しつつ、両計画に基づく諸施策を通じ

て、株主の皆様、視聴者の皆様、従業員、取引先等当社を支える全てのステークホルダーとの信頼関係を積極的

に構築し、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益の確保・向上を目指してまいります。 

③会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されるこ

とを防止するための取組み 

１．当社株券等の大規模買付行為への対応策（買収防衛策）（以下「本プラン」といいます。）導入の目的 

 当社は上場会社であるため、当社株券等は株主の皆様及び投資家の皆様による自由な取引が認められてお

り、誰が当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者になるかは、最終的には株主の皆様のご判断に委ねら

れるべきものであると考えます。しかしながら、昨今のわが国の資本市場においては、株主の皆様及び投資家

の皆様に対する必要十分な情報や熟慮のための機会が与えられることなく、あるいは対象会社の取締役会が意

見表明を行い、代替案を提案する等のための情報や時間を提供せず、突如として、株券等の大規模買付行為を

強行する等といった動きが顕在化しつつあり、現実に放送業界において大規模買付行為が強行された事例、及

び、その提案が行われた事例もあります。そして、当社が大規模買付行為の提案を受けた場合において、株主

の皆様が、上記①に記載した当社の企業価値の源泉並びに上記②に記載した企業価値及び株主の皆様の共同の

利益の確保・向上に向けた当社の取組みを踏まえた当社の企業価値と、大規模買付行為を行う者からの具体的

な条件・方法等を踏まえた大規模買付行為の提案の内容とをそれぞれ十分に理解された上で、当該大規模買付

行為の提案に応じるか否かのご判断を短期間に適切に行うことは困難であると考えられます。また、その他、

大規模買付行為の中には、当社が担う放送事業者としての公共的使命、及び当社が長年にわたり構築してきた

株主の皆様、視聴者の皆様、従業員、取引先等当社を支えるステークホルダーとの信頼関係の重要性等につい

ての認識及び配慮を欠く結果として、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を著しく損なうおそれ

のあるものがあり得ます。 

 そこで、当社は、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を確保・向上させることを目的として、

大規模買付行為の提案を検討するために必要十分な情報と相当な時間を確保し、最終判断を行う当社株主の皆
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様が、大規模買付行為の提案の内容を十分に理解し、適切な判断が行えるようにし、もって企業価値ひいては

株主の皆様の共同の利益を損なうおそれのある大規模買付行為を行う者により当社の財務及び事業の方針の決

定が支配されることを防止するための取組みとして、2008年５月15日開催の当社取締役会において、本プラン

の導入を決議し、2008年６月24日開催の当社定時株主総会において株主の皆様に承認いただいております。 

 また、現時点におきましては、特定の第三者より当社取締役会に対して当社株券等の大規模買付行為に該当

する行為に関する提案がなされている事実はありません。 

２．本プランの概要 

（ⅰ）大規模買付ルールの設定 

 本プランにおいては、次の（一）若しくは（二）に該当する行為又はこれらに類似する行為（このような

行為を以下「大規模買付行為」といい、大規模買付行為を行い又は行おうとする者を以下「大規模買付者」

といいます。）がなされ、又はなされようとする場合には、本プランに基づく対抗措置が発動されることが

あります。なお、大規模買付行為には、当社取締役会が事前に賛同の意思を表明したものは含まれないもの

とします。但し、当社取締役会が事前に賛同の意思を表明したものであっても、（イ）当社取締役会による

賛同の前提となった事実に変動が生じ、又は（ロ）当該事実が真実でないことが当社取締役会により認識さ

れた結果、当社取締役会が当該賛同表明を撤回した場合には、（イ）の場合には当該賛同表明の撤回の時点

から、（ロ）の場合には当該賛同表明の対象となった行為の当初の時点から、当該行為について、大規模買

付行為とみなして、本プランが適用されるものとします。 

（一） 当社が発行者である株券等（注１）について、保有者（注２）及びその共同保有者（注３）の株券

等保有割合（注４）の合計が20％以上となる買付け 

（二） 当社が発行者である株券等（注５）について、公開買付け（注６）に係る株券等の株券等所有割合

（注７）及びその特別関係者（注８）の株券等所有割合の合計が20％以上となる公開買付け 

（ａ）意向表明書の提出 

 大規模買付者には、まず、大規模買付行為に先立ち、当社代表取締役社長宛に、以下の内容を日本語で

記載した意向表明書を提出していただきます。 

（イ）大規模買付者の概要 

（ロ）大規模買付者が現に保有する当社株券等の数、及び、意向表明書提出日前60日間における大規模

買付者の当社株券等の取引状況 

（ハ）大規模買付者の行う大規模買付行為の概要（大規模買付者が大規模買付行為により取得を予定す

る当社株券等の種類及び数、並びに大規模買付行為の目的の概要） 

（ニ）本プランを遵守する旨の誓約 

 当社は、意向表明書を受領した旨及び当社株主の皆様のご判断のために必要と認められる事項を適用あ

る法令及び金融商品取引所規則に従い、適切な時期及び方法により公表します。 

（ｂ）必要情報の提出 

 当社取締役会は、大規模買付者に対して、意向表明書を受領した日から５営業日（注９）（初日不算

入）以内に、当社取締役会が当社株主の皆様のご判断及び当社取締役会としての意見形成等のために必要

な情報として大規模買付者に提出を求める情報（以下「必要情報」といいます。）を記載したリスト（以

下「必要情報リスト」といいます。）を交付します。大規模買付者には、必要情報リストの各事項に対応

する必要情報を日本語で記載した書面を当社代表取締役社長宛に提出していただきます。 

 当社取締役会は、大規模買付者から提出していただいた情報を精査し、弁護士、公認会計士、投資銀行

等の外部専門家（以下「外部専門家」といいます。）の意見も参考にした上、提出していただいた情報の

みでは必要情報として不足していると判断した場合には、原則として、大規模買付者に対して、必要情報

が揃うまで追加の情報を提出するよう要請します。 

 なお、当社は、大規模買付者から提出を受けた情報のうち、当社株主の皆様のご判断のために必要と認

められる事項を適用ある法令及び金融商品取引所規則に従い、適切な時期及び方法により公表します。 

 また、当社取締役会は、大規模買付者による必要情報の提出が完了したと判断した場合には、その旨を

大規模買付者に対して通知（以下「情報提出完了通知」といいます。）するとともに、適用ある法令及び

金融商品取引所規則に従い、適切な時期及び方法により公表します。 

（ｃ）取締役会検討期間の設定等 

 当社取締役会が情報提出完了通知を行った後、大規模買付行為の評価の難易度等に応じて、原則とし

て、（イ）対価を金銭（円貨）のみとし当社株券等の全てを対象とする公開買付けによる大規模買付行為

の場合には最大60日間、（ロ）その他の大規模買付行為の場合には最大90日間（いずれの場合も初日不算

入）を、当社取締役会による評価、検討、交渉、意見形成及び代替案立案のための期間（以下「取締役会
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検討期間」といいます。）とします。但し、当社取締役会が取締役会検討期間内に当社取締役会としての

意見をとりまとめることができないことにつきやむを得ない事情がある場合には、当社取締役会は、必要

な範囲内で取締役会検討期間を最大30日間（初日不算入）延長することができるものとします。当社取締

役会が取締役会検討期間の延長を決議した場合には、当該決議された具体的期間及びその具体的期間が必

要とされる理由を適用ある法令及び金融商品取引所規則に従い、適切な時期及び方法により公表します。 

 当社取締役会は、取締役会検討期間内において、大規模買付者から提出された必要情報に基づき、適宜

外部専門家の助言を得ながら、当該大規模買付者、当該大規模買付行為の具体的内容、当該大規模買付行

為が当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益に与える影響等を十分に評価・検討し、大規模買付

行為に関する当社取締役会としての意見を慎重にとりまとめ、大規模買付者に通知するとともに、適用あ

る法令及び金融商品取引所規則に従い、適切な時期及び方法により公表します。また、必要に応じて、大

規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件・方法について交渉し、さらに、当社取締役会として、

株主の皆様に代替案を提示することもあります。 

 大規模買付者は、取締役会検討期間の経過後においてのみ、大規模買付行為を開始することができるも

のとします。 

（ⅱ）大規模買付行為への対応方針 

（ａ）対抗措置発動の条件 

（イ）大規模買付者が本プランに従わずに大規模買付行為を行う場合 

 大規模買付者が本プランに従わずに大規模買付行為を行い又は行おうとする場合には、その具体

的な条件・方法等の如何を問わず、当社取締役会は、必要かつ相当な対抗措置を発動することがで

きるものとします。なお、かかる場合であっても、当社取締役会が大規模買付行為の内容、大規模

買付者から提供された情報の内容、時間的余裕等の諸般の事情を考慮の上、株主の皆様の意思を確

認することが実務上可能であり、かつ、法令及び当社取締役の善管注意義務等に照らして適切であ

ると判断した場合等には、株主総会を開催することができるものとします。当社取締役会は、株主

総会が開催された場合には、対抗措置の発動について当該株主総会の決議に従うものとします。 

（ロ）大規模買付者が本プランに従って大規模買付行為を行う場合 

（一）原則的な取扱い 

 大規模買付者が本プランに従って大規模買付行為を行い又は行おうとする場合には、当社取

締役会が仮に当該大規模買付行為に反対であるときでも、反対意見の表明、代替案の提示、株

主の皆様への説明等を行う可能性は排除しないものの、原則として、当該大規模買付行為に対

する対抗措置は発動しません。かかる場合には、大規模買付行為の提案に応じるか否かは、株

主の皆様において、当該大規模買付行為に関する必要情報及びそれに対する当社取締役会の意

見、代替案等をご考慮の上、ご判断いただくこととなります。 

（二）当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を著しく損なうものであると認められる場合

の取扱い 

 当社取締役会は、大規模買付者が大規模買付ルールに従って大規模買付行為を行い又は行お

うとする場合であっても、当該大規模買付行為が当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の

利益を著しく損なうものであると認めた場合には、大規模買付者に対して対抗措置を発動する

か否かのご判断を株主の皆様に行っていただくために、株主総会を開催します。具体的には、

別紙１に掲げるいずれかの類型に該当すると判断される場合又は該当すると客観的かつ合理的

に疑われる事情が存する場合には、原則として、当該大規模買付行為は当社の企業価値ひいて

は株主の皆様の共同の利益を著しく損なうものであると認められる場合に該当するものと考え

ます。 

 また、当社取締役会は、当該大規模買付行為が当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の

利益を著しく損なうものであるとは認めるに至らない場合であっても、大規模買付行為の内

容、大規模買付者から提供された情報の内容等の諸般の事情を考慮の上、当該大規模買付行為

が当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を著しく損なうおそれがあると認められる

場合であって、かつ、法令及び当社取締役の善管注意義務等に照らして、大規模買付者に対し

て対抗措置を発動するか否かのご判断を株主の皆様に行っていただくことが当社の企業価値ひ

いては株主の皆様の共同の利益の確保・向上のために適切であると判断する場合には、株主総

会を開催することができるものとします。 

 当社取締役会は、株主総会が開催された場合には、対抗措置の発動について当該株主総会の

決議に従うものとします。 

 当社取締役会は、取締役会検討期間終了後60日以内に株主総会を開催し、大規模買付行為へ

の対抗措置の発動についての承認に関する議案を上程するものとしますが、事務手続上の理由
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から60日以内に開催できない場合には、事務手続上可能な最も早い日において開催するものと

します。 

 大規模買付者は、当社取締役会が株主総会を開催することを決定した場合には、当該株主総

会において対抗措置の発動が否決されるまで、大規模買付行為を開始することができないもの

とします。 

（ｂ）対抗措置の内容 

 当社が本プランに基づき発動する対抗措置は、原則として、概要を別紙２に記載する新株予約権（以下

「本新株予約権」といいます。）の無償割当てとします。但し、会社法その他の法令及び当社の定款上認

められるその他の対抗措置を発動することが適切であると判断された場合には、当該その他の対抗措置が

用いられることもあります。 

（ⅲ）発動した対抗措置の中止又は撤回 

 当社株主総会又は取締役会が上記（ⅱ）に記載の手続に従って対抗措置の発動を決議し、当社取締役会が

対抗措置を発動した場合であっても、（一）大規模買付者が大規模買付行為を中止若しくは撤回した場合、

又は、（二）対抗措置を発動するか否かの判断の前提となった事実等に変動が生じ、かつ、当社の企業価値

ひいては株主の皆様の共同の利益の確保・向上という観点から発動した対抗措置を維持することが相当でな

いと考えられる状況に至った場合には、当社取締役会は、適宜外部専門家の助言を得ながら、発動した対抗

措置の中止又は撤回を検討するものとします。 

 当社取締役会が当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益の確保・向上という観点から対抗措置を

維持することが相当でないと判断するに至った場合には、当社取締役会の決議により、発動した対抗措置を

中止又は撤回し、適用ある法令及び金融商品取引所規則に従い、適切な時期及び方法により公表します。 

 但し、対抗措置として、本新株予約権の無償割当てを行う場合には、本新株予約権の無償割当ての基準日

（以下「割当基準日」といいます。）に係る権利落ち日（割当基準日の３営業日前の日を意味します。以下

「本権利落ち日」といいます。）の前々営業日までにおいては本新株予約権の無償割当てを中止する場合が

ありますが、本新株予約権の無償割当てが実施され、当社の株式１株当たりの経済的価値の希釈化が生じる

ことを信頼して、本権利落ち日よりも前に当社の株式の売買を行われた投資家の皆様が株価の変動により損

害を被らないよう、本権利落ち日の前営業日以降においては、本新株予約権の無償割当ては中止しないもの

とします。なお、本新株予約権の無償割当ての効力発生日以降本新株予約権の行使期間の開始日の前日まで

においては、当社は、本新株予約権を無償にて取得する場合があります。 

（ⅳ）本プランの有効期間、廃止及び変更 

 本プランの有効期間は、本プラン導入後２年内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総

会終結の時までとします。 

 また、当社取締役会は、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益の確保・向上に必要である場合

には、基本方針に反しない範囲で本プランを変更することがあります。 

 加えて、法令の新設又は改廃により、本プランの内容、本プランに定める条項又は用語の意義等に修正を

加える必要が生じた場合には、当該新設又は改廃の趣旨を考慮の上、当社株主の皆様に不利益を与えない場

合に限り、当社取締役会の決議により適切な内容に修正し、又は変更することができるものとします。 

 当社は、本プランが廃止又は変更された場合には、当該廃止又は変更の事実その他の事項について、適用

ある法令及び金融商品取引所規則に従い、適切な時期及び方法により公表します。 

３．本プランの合理性 

（ⅰ）買収防衛策に関する指針の要件を充足していること 

 本プランは、経済産業省及び法務省が2005年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は

向上のための買収防衛策に関する指針」に定められた三原則（①企業価値・株主共同の利益の確保・向上の

原則、②事前開示・株主意思の原則、③必要性・相当性確保の原則）を充足しています。 

（ⅱ）株主の皆様の共同の利益の確保・向上を目的として導入するものであること 

 本プランは、上記１.に記載のとおり、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を確保・向上させ

ることを目的として導入するものであり、株主の皆様が、必要十分な情報及び一定の検討期間に基づいて、

大規模買付行為の提案に応じるか否か、あるいは、対抗措置の発動に賛成するか否かをご判断いただける仕

組みとなっています。 

（ⅲ）株主の皆様の意思を反映するものであること 

 当社は、本総会において本プランの導入に関連する議案をお諮りし、かかる議案のいずれかが承認されな

かった場合には、本プランは直ちに廃止されるものとします。 

また、大規模買付者が出現した際に、大規模買付者に対して対抗措置を発動する場合には、原則として株主
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総会において、その是非を株主の皆様にご判断いただくこととしており、株主の皆様の意思が十分に反映で

きる内容となっています。 

 さらに、株主総会又は取締役会において本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、当該時点で本

プランは廃止されることから、この点でも株主の皆様の意思が反映されます。 

（ⅳ）デッドハンド型やスロー・ハンド型ではないこと 

 上記2.（ⅳ）のとおり、本プランは、取締役会の構成員の過半数が交代した場合には、廃止することがで

きるものであり、いわゆるデッドハンド型の買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交代させてもなお、

発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。 

 また、当社取締役の任期は選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の

終結の時までとなっており（変更後当社定款第25条）、いわゆるスロー・ハンド型の買収防衛策（取締役会

の構成員の交代を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）では

ありません。 

４．株主の皆様及び投資家の皆様への影響 

（ⅰ）本プランの導入時に株主の皆様及び投資家の皆様に与える影響 

 本プランの導入時点においては、本新株予約権の無償割当て自体は行われませんので、株主の皆様及び投

資家の皆様の権利・利益に直接具体的な影響が生じることはありません。 

（ⅱ）本新株予約権の無償割当て時に株主の皆様及び投資家の皆様に与える影響 

 当社株主総会又は取締役会が対抗措置の発動を決定し、本新株予約権の無償割当てに係る決議を行った場

合には、当社株主総会又は取締役会が設定する割当基準日における 最終の株主名簿又は実質株主名簿に記

載又は記録された株主の皆様に対し、その保有する当社普通株式１株につき１個の割合で本新株予約権が無

償割当ての方法により割り当てられます。このような対抗措置の仕組み上、本新株予約権の無償割当て時に

おいても、株主の皆様が保有する当社の株式１株当たりの経済的価値の希釈化は生じるものの、保有する当

社の株式全体の経済的価値の希釈化は生じず、また当社の株式１株当たりの議決権の希釈化は生じないこと

から、株主の皆様の有する当社の株式全体に係る法的権利及び経済的利益に対して直接具体的な影響を与え

ることは想定しておりません。 

 なお、当社株主総会又は取締役会が、本新株予約権の無償割当てに係る決議をした場合であっても、上記

２．（ⅲ）に記載の手続等に従い当社取締役会が発動した対抗措置の中止又は撤回を決定した場合には、株

主の皆様が保有する当社の株式１株当たりの経済的価値の希釈化も生じないことになるため、当社の株式１

株当たりの経済的価値の希釈化が生じることを前提にして売買を行った投資家の皆様は、株価の変動により

損害を被る可能性があります。 

（ⅲ）本新株予約権の無償割当ての実施後における本新株予約権の行使又は取得に際して株主の皆様及び投資

家の皆様に与える影響 

 本新株予約権の行使又は取得に関しては差別的条件が付されることが予定されているため、当該行使又は

取得に際して、大規模買付者の法的権利等に希釈化が生じることが想定されますが、この場合であっても、

大規模買付者以外の株主の皆様及び投資家の皆様の有する当社の株式に係る法的権利及び経済的利益に対し

て直接具体的な影響を与えることは想定しておりません。 

 もっとも、株主の皆様が権利行使期間内に、所定の行使価額相当の金額の払込その他本新株予約権の行使

に係る手続を経なければ、他の株主の皆様による本新株予約権の行使により、法的権利等に希釈化が生じる

ことになります（但し、当社が本新株予約権を当社普通株式と引換えに取得することができると定めた場合

において、当社が取得の手続をとり、本新株予約権の取得の対価として株主の皆様に当社普通株式を交付す

る場合を除きます。）。 

 また、大規模買付者に当たらない外国人等に該当する株主の皆様に対し、本新株予約権と引換えに新たな

新株予約権その他の財産の交付がなされた場合には、原則として、当該株主の皆様の有する経済的価値の希

釈化は生じませんが、かかる財産の交付がなされる限りにおいて、当該株主の皆様の議決権比率には影響が

生じる可能性があります。 

 なお、当社は、上記２.（ⅲ）のとおり、当社株主総会又は取締役会が本新株予約権の無償割当てに係る決

議をした場合であっても、大規模買付者が大規模買付を撤回した等の理由により、本権利落ち日の前々営業

日までにおいては本新株予約権の無償割当てを中止することがありますが、本権利落ち日の前営業日以降

は、本新株予約権の無償割当てを中止することはありません。但し、本新株予約権の効力発生日以降本新株

予約権の行使期間の開始日の前日までにおいて、当社が本新株予約権の無償取得を行うことがあります。こ

の場合には、株主の皆様が保有する当社の株式１株当たりの経済的価値の希釈化も生じないことになるた

め、当社の株式１株当たりの経済的価値の希釈化が生じることを前提にして売買を行った投資家の皆様は、
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株価の変動により損害を被る可能性があります。 

５．本新株予約権の無償割当てに伴って株主の皆様に必要となる手続 

（ⅰ）名義書換手続 

 当社株主総会又は取締役会において、本新株予約権の無償割当てに係る決議をした場合には、当社は、本

新株予約権の割当基準日を定め、これを公告します。割当基準日における最終の株主名簿又は実質株主名簿

に記載又は記録された株主の皆様に本新株予約権が割り当てられますので、名義書換未了の株主の皆様にお

かれましては、公告された割当基準日までに名義書換手続を完了していただく必要があります。なお、株式

会社証券保管振替機構へ預託されている株券については、名義書換手続は不要です。 

（ⅱ）本新株予約権の無償割当ての効力発生日における手続 

 本新株予約権は無償割当ての方法により割り当てられますので、割当基準日における最終の株主名簿又は

実質株主名簿に記載又は記録された株主の皆様には、本新株予約権の無償割当ての効力発生日において、当

然に本新株予約権が付与されるため、申込みの手続を取っていただく必要はありません。 

（ⅲ）本新株予約権の行使手続 

 当社は、割当基準日における最終の株主名簿又は実質株主名簿に記載又は記録された株主の皆様に対し、

本新株予約権の行使請求書（株主の皆様が非適格者（別紙２に定義されます。以下同じです。）ではないこ

と等について確認する旨の文言を記載した当社所定の書式によるものとします。）その他本新株予約権の権

利行使に必要な書類を送付します。本新株予約権の発行後、株主の皆様は、権利行使期間内に、これらの必

要書類を提出した上、所定の行使価額相当の金額を払込取扱場所に払い込むことにより、１個の本新株予約

権につき、１株（又は当社があらかじめ定める１株を超える株数若しくは１株未満の株数）の当社普通株式

の発行を受けることになります。 

（ⅳ）取得条項付本新株予約権について取得手続が取られた場合 

 取得条項を付して本新株予約権を発行し、当社が所定の手続を取った場合には、取得の対象として決定さ

れた本新株予約権を保有する株主の皆様は、行使価額相当の金額を払い込むことなく、当社による本新株予

約権の取得の対価として、当社普通株式の交付を受けることになります（なお、この場合、株主の皆様に

は、別途、非適格者ではないこと等について確認する旨の文言を記載した当社所定の書式による書面をご提

出いただくことがあります。）。 

（ⅴ）その他 

 上記（ⅰ）から（ⅳ）のほか、名義書換方法、払込方法等の詳細につきましては、本新株予約権の無償割

当てに係る決議が行われた後、適用ある法令及び金融商品取引所規則に従い、公表又は株主の皆様に対して

通知しますので、その内容をご確認下さい。 

６．ご参考 

 本プランに関しては、当社ホームページ（http://www.wowow.co.jp/IR/）をご参照下さい。 

（注１） 金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株券等を意味します。以下別段の定めがない限り同じです。なお、本プランに

おいて引用される法令等に改正（法令名の変更や旧法令等を継承する新法令等の制定を含みます。）があった場合には、本

プランにおいて引用される法令等の各条項及び用語は、当社取締役会が別途定める場合を除き、当該改正後においてこれら

の法令等の各条項及び用語を実質的に継承する法令等の各条項及び用語に読み替えられるものとします。 

（注２） 金融商品取引法第27条の23第１項に規定する保有者を意味し、同条第３項の規定に基づき保有者に含まれる者を含みます。

以下同じです。 

（注３） 金融商品取引法第27条の23第５項に規定する共同保有者を意味し、同条第６項の規定に基づき共同保有者とみなされる者を

含みます。以下同じです。 

（注４） 金融商品取引法第27条の23第４項に規定する株券等保有割合を意味します。以下同じです。 

（注５） 金融商品取引法第27条の２第１項に規定する株券等を意味します。以下（二）において同じです。 

（注６） 金融商品取引法第27条の２第６項に規定する公開買付けを意味します。以下同じです。 

（注７） 金融商品取引法第27条の２第８項に規定する株券等所有割合を意味します。以下同じです。 

（注８） 金融商品取引法第27条の２第７項に規定する特別関係者を意味します。但し、同項第１号に掲げる者については、発行者以

外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令第３条第２項で定める者を除きます。以下同じです。 

（注９） 行政機関の休日に関する法律第１条第１項各号に掲げる日以外の日を意味します。以下同じです。 
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別紙１ 

当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を著しく損なうと認められる類型 

１．真に会社経営に参加する意思がないにもかかわらず、株価をつり上げて高値で株券等を当社又は当社関係者に引

き取らせる目的で当社株券等の取得を行っている場合（いわゆるグリーンメイラー）ないし当社株券等の取得目

的が主として短期の利鞘の獲得にある場合 

２. 当社の会社経営への参加の目的が、主として、当社の会社経営を一時的に支配して、当社の事業経営上必要な知

的財産権、ノウハウ及びコンテンツ等の権益、企業秘密情報、主要取引先や顧客等の当社又は当社グループの資

産を当該大規模買付者又はそのグループ会社等に移譲させることにある場合 

３．当社の会社経営を支配した後に、当社又は当社グループの資産を当該大規模買付者又はそのグループ会社等の債

務の担保や弁済原資として不当に流用する目的で、当社株券等の取得を行っている場合 

４．当社の会社経営への参加の目的が、主として、当社の会社経営を一時的に支配して、当社又は当社グループの事

業に当面関係していない不動産、有価証券等の高額資産等を売却等処分させ、その処分利益をもって一時的な高

配当をさせるかあるいは一時的高配当による株価の急上昇の機会を狙って株券等の高価売り抜けをすることにあ

る場合 

５．当社の経営に特に関心を示さず、当社株券等を取得後、専ら短中期的に当社株券等を転売することで売却益を獲

得しようとし、最終的には当社の資産処分まで視野に入れ、自らの利益を追求しようとするものである場合 

６．大規模買付者の提案する当社株券等の取得条件（買付対価の種類、価額及びその算定根拠、内容、時期、方法、

違法性の有無、実現可能性を含みますが、これらに限られません。）が、当社の企業価値に照らして不十分又は

不適切なものである場合 

７．大規模買付者の提案する買収の方法が、二段階買付け（第一段階の買付けで当社株券等の全てを買い付けられな

い場合の二段階目の買付けの条件を不利に設定し若しくは明確にせず、又は上場廃止等による将来の当社株券等

の流通性に関する懸念を惹起せしめるような株券等の買付けを行い、株主の皆様に対して買付けに応じることを

事実上強要するもの）等に代表される、構造上株主の皆様の判断の機会又は自由を制約し、事実上、株主の皆様

に当社株券等の売却を強要するおそれがある場合 

８．大規模買付者による支配権取得により、株主の皆様はもとより、顧客、視聴者、スポンサー、制作会社、出演

者、放送作家、従業員その他の当社の利害関係者の利益を含む当社の企業価値の著しい毀損が予想される等、当

社の企業価値の確保・向上を著しく妨げるおそれがある場合、又は大規模買付者が支配権を獲得する場合の当社

の企業価値が、中長期的な将来の企業価値との比較において、当該大規模買付者が支配権を取得しない場合の当

社の企業価値と比べ、著しく劣後する場合 

９．大規模買付者による支配権取得の事実それ自体が、当社の重要な取引先を喪失させる等、当社の企業価値を著し

く毀損する場合 

10．大規模買付者の経営陣又は主要株主若しくは出資者に反社会的勢力又はテロ関連組織と関係を有する者が含まれ

ている場合等、大規模買付者が公序良俗の観点から当社の支配株主として著しく不適切である場合 

11．その他１乃至10に準ずる場合で、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を著しく毀損する場合 
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別紙２ 

本新株予約権の概要 

１．本新株予約権の割当対象株主 

 当社取締役会又は当社株主総会が、割当基準日における最終の株主名簿又は実質株主名簿に記載又は記録された

株主に対し、その保有する普通株式（但し、同時点において当社の保有する当社普通株式を除きます。）１株につ

き１個の割合で本新株予約権を無償で割り当てます。 

２．本新株予約権の総数 

 割当基準日における最終の発行済株式総数から、同日において、当社の保有する当社普通株式を除いた数を上限

とします。 

３．本新株予約権の無償割当ての効力発生日 

 当社取締役会又は当社株主総会にて別途定める日とします。 

４．本新株予約権の目的である株式の種類及び数 

 本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、本新株予約権１個当たりの目的である当社普通株式

の数は１株とします。但し、当社取締役会又は当社株主総会は、本新株予約権の行使の目的となる当社普通株式の

数を１株を超える数又は１株未満の数と定めることができるものとします。 

５．本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、本新株予約権の行使により交付される当社普通株式１株

当たりの払込金額を１円以上で、当社取締役会又は当社株主総会が定める額とし、これに本新株予約権の目的であ

る株式の数を乗じた額とします。 

６．本新株予約権の行使条件 

 ①特定大量保有者（注１）、②特定大量保有者の共同保有者、③特定大量買付者（注２）、④特定大量買付者の

特別関係者、若しくは⑤これら①乃至④の者から本新株予約権を当社取締役会の承認を得ることなく譲受け若しく

は承継した者、又は、⑥これら①乃至⑤に該当する者の関連者（注３）（これらの者を総称して、以下「非適格

者」といいます。）は、本新株予約権を行使することができないものとします。なお、本新株予約権の行使条件の

詳細については、本新株予約権の無償割当てに係る決議において別途定めるものとします。 

７．本新株予約権の譲渡制限 

 本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとします。 

８．本新株予約権の行使期間 

 当社取締役会又は当社株主総会において定めるものとします。 

９．当社による本新株予約権の取得の条件 

 本新株予約権には、一定の事由が生じたことを条件として、当社が、当社普通株式を取得の対価として、非適格

者以外の者が保有する本新株予約権を取得することができる旨の条項（取得条項）を付する場合があるものとしま

す。 

 また、本新株予約権には、一定の事由が生じたことを条件として、当社が金銭等（注４）を取得対価として、非

適格者が保有する本新株予約権を取得することができる旨の条項（取得条項）を付する場合があるものとします。

 但し、非適格者に該当しない外国人等（注５）が当社の総議決権の20％以上を保有することとなる場合には、当

該外国人等に取得の対価として付与される当社普通株式のうち、当社の総議決権の20％以上に相当するものについ

ては、当社普通株式に代えて当該新株予約権に代わる新たな新株予約権又はその他の財産を交付することができる

ものとします。 

 また、当社取締役会が発動した対抗措置の中止若しくは撤回を決議した場合又は当社取締役会若しくは当社株主

総会が別途定める日の到来をもって、当社が、全ての本新株予約権を無償で取得することができる旨の条項（取得

条項）を付する場合があるものとします。 

10．本新株予約権に係る新株予約権証券の発行 

 新株予約権証券は、発行しないものとします。 

11．その他 

 その他必要な事項については、本新株予約権の無償割当てに係る決議において別途定めるものとします。 

（注１） 当社が発行者である株券等の保有者で、当該株券等に係る株券等保有割合が20％以上である者、又は、これに該当すること

となると当社取締役会が認める者をいいます。但し、その者が当社株券等を取得・保有することが当社の企業価値ひいては

株主の皆様の共同の利益に反しないと当社取締役会が認めた者その他本新株予約権の無償割当てに係る決議において当社取

締役会が別途定める者は、これに該当しないこととします。以下同じです。 

（注２） 公開買付けによって当社が発行者である株券等（金融商品取引法第27条の２第１項に規定する株券等を意味します。以下本
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注において同じです。）の買付け等を行う旨の公告を行った者で、当該買付け等の後におけるその者の所有（これに準ずるものとし

て金融商品取引法施行令第７条第１項に定めるものを含みます。）に係る株券等の株券等所有割合がその者の特別関係者の

株券等所有割合と合計して20％以上となる者、又は、これに該当することとなると当社取締役会が認める者をいいます。但

し、その者が当社株券等を取得・保有することが当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益に反しないと当社取締役

会が認めた者その他本新株予約権の無償割当てに係る決議において当社取締役会が別途定める者は、これに該当しないこと

とします。以下同じです。 

（注３） 実質的にその者を支配し、その者に支配され若しくはその者と共同の支配下にある者（当社取締役会がこれらに該当すると

認めた者を含みます。）、又はその者と協調して行動する者として当社取締役会が認めた者をいいます。なお、「支配」と

は、他の会社等の「財務及び事業の方針の決定を支配している場合」（会社法施行規則第３条第３項に規定されます。）を

いいます。 

（注４） 会社法第151条に規定する金銭等を意味します。 

（注５） ①日本の国籍を有しない人（電波法第５条第１項第１号）、②外国政府又はその代表者（同項第２号）、③外国の法人又は

団体（同項第３号）及び①から③までに掲げる者により直接に占められる議決権の割合が電波法施行規則第６条の３の３に

定める割合以上である法人又は団体（同法第５条第４項第３号ロ）のいずれかに該当すると当社取締役会が認めた者をいい

ます。 

(5) 研究開発活動 

 当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

 なお、研究開発費は当社グループ独自には計上しておりません。  

(6) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し 

 当第１四半期連結会計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略に重要な変

更はありません。 
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第３【設備の状況】 
(1）主要な設備の状況 

 当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあ

りません。 
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第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（２）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

（３）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（５）【大株主の状況】 

 当第１四半期会計期間において、スパークス・アセット・マネジメント株式会社から平成20年５月８日付の

大量保有報告書の写しの送付があり、平成20年４月30日現在で5,628株を保有している旨の報告を受けており

ますが、株主名簿の記載内容が確認できないため、当社として実質所有株式数の確認ができません。 

 なお、スパークス・アセット・マネジメント株式会社の大量保有報告書の写しの内容は以下の通りでありま

す。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 570,000 

計 570,000 

種類 
第１四半期会計期間
末現在発行数（株） 
（平成20年６月30日） 

提出日現在 

発行数（株） 

（平成20年８月13日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名 

内容 

普通株式 144,222 144,222 
東京証券取引所 

（東証マザーズ） 

完全議決権株式であり、権利 

内容に何ら限定のない当社に 

おける標準となる株式 

計 144,222 144,222 ― ― 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成20年４月１日～ 

平成20年６月30日 
－ 144,222 － 5,000 － 2,601 

大量保有者 住所 
保有株券等の数 

（株） 
株券等保有割合

（％） 

スパークス・アセット・マネジメ

ント株式会社 

東京都品川区大崎一丁目11番

２号ゲートシティ大崎 
株式 5,628 3.90 
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（６）【議決権の状況】 

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成20年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が465株含まれております。 

また、「議決権の数」欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数465個が含まれております。 

②【自己株式等】 

 該当事項はありません。 

２【株価の推移】 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズ市場におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

平成20年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

144,222 
144,222 

完全議決権株式であり、権利内容に何ら

限定の無い当社における標準となる株式 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 144,222 － － 

総株主の議決権 － 144,222 － 

月別 平成20年４月 ５月 ６月 

最高（円） 166,000 194,000 192,000 

最低（円） 108,000 157,000 162,000 
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第５【経理の状況】 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から

平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受け

ております。 

 なお、新日本有限責任監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本監査法人から

名称変更しております。 
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日） 

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表 

（平成20年３月31日） 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,198 6,929

売掛金 2,347 2,496

有価証券 250 400

番組勘定 13,200 13,984

貯蔵品 59 57

その他 870 601

貸倒引当金 △62 △63

流動資産合計 21,863 24,405

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,754 1,794

機械及び装置（純額） 2,281 2,375

その他（純額） 962 990

有形固定資産合計 ※1  4,998 ※1  5,160

無形固定資産   

借地権 5,011 5,011

のれん 100 106

その他 1,302 1,235

無形固定資産合計 6,414 6,352

投資その他の資産   

投資有価証券 4,808 4,770

その他 2,069 1,808

貸倒引当金 △735 △735

投資その他の資産合計 6,143 5,843

固定資産合計 17,555 17,356

資産合計 39,418 41,762

負債の部   

流動負債   

買掛金 11,620 12,580

短期借入金 600 －

未払法人税等 129 407

前受収益 4,921 5,331

賞与引当金 113 145

本社移転費用引当金 88 88

その他 4,241 4,959

流動負債合計 21,714 23,512

固定負債   

退職給付引当金 930 914
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日） 

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表 

（平成20年３月31日） 

役員退職慰労引当金 － 165

その他 550 488

固定負債合計 1,481 1,567

負債合計 23,196 25,079

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,000 5,000

資本剰余金 2,738 2,738

利益剰余金 8,324 9,197

株主資本合計 16,062 16,935

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △76 △114

繰延ヘッジ損益 102 △280

評価・換算差額等合計 25 △395

少数株主持分 134 142

純資産合計 16,222 16,682

負債純資産合計 39,418 41,762
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月 1日 

  至 平成20年６月30日）

売上高 16,456

売上原価 10,377

売上総利益 6,079

販売費及び一般管理費 ※1  6,311

営業損失（△） △232

営業外収益  

受取利息 6

持分法による投資利益 46

その他 12

営業外収益合計 65

営業外費用  

支払利息 2

為替差損 70

その他 2

営業外費用合計 75

経常損失（△） △241

特別損失  

投資有価証券評価損 46

特別損失合計 46

税金等調整前四半期純損失（△） △288

法人税、住民税及び事業税 114

法人税等調整額 28

法人税等合計 142

少数株主利益 9

四半期純損失（△） △440

2008/08/14 13:03:48プロネクサス PRONEXUS WORKS



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月 1日 

  至 平成20年６月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純損失（△） △288

減価償却費 329

のれん償却額 5

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0

賞与引当金の増減額（△は減少） △32

退職給付引当金の増減額（△は減少） 16

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △165

受取利息及び受取配当金 △14

支払利息 2

為替差損益（△は益） 50

持分法による投資損益（△は益） △46

投資有価証券評価損益（△は益） 46

売上債権の増減額（△は増加） 148

前受収益の増減額（△は減少） △393

たな卸資産の増減額（△は増加） 782

仕入債務の増減額（△は減少） △975

未払消費税等の増減額（△は減少） 239

その他の資産の増減額（△は増加） △187

その他の負債の増減額（△は減少） △119

小計 △603

利息及び配当金の受取額 14

利息の支払額 △2

法人税等の支払額 △372

営業活動によるキャッシュ・フロー △963

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △489

無形固定資産の取得による支出 △146

敷金及び保証金の差入による支出 △204

その他 △0

投資活動によるキャッシュ・フロー △840

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） 600

割賦代金の支払による支出 △125

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △62

配当金の支払額 △420

少数株主への配当金の支払額 △17

財務活動によるキャッシュ・フロー △26

現金及び現金同等物に係る換算差額 △50

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,880
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（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月 1日 

  至 平成20年６月30日）

現金及び現金同等物の期首残高 7,329

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  5,448

2008/08/14 13:03:48プロネクサス PRONEXUS WORKS



【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

【簡便な会計処理】 

    当第１四半期連結会計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日） 

該当事項はありません。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

    当第１四半期連結会計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日） 

該当事項はありません。 

【表示方法の変更】 

  
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

１．連結の範囲に関する事項

の変更 

 該当事項はありません。 

  

  

２．持分法の適用に関する事

項の変更 

 該当事項はありません。 

  

  

３．会計処理基準に関する事

項の変更 

 該当事項はありません。 

  

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

 （四半期連結損益計算書） 

 従来、四半期連結損益計算書の表示科目名は、社団法人

日本民間放送連盟が制定する「民間放送勘定科目基準」に

準拠しておりましたが、会社計算規則等の規定に基づいて

平成18年12月に「民間放送勘定科目基準」が一部改定され

たのを受け、当社は、表示区分の見直しを検討し、当第１

四半期連結会計期間において準備が整ったため、四半期連

結損益計算書の表示区分を以下のとおり見直しておりま

す。 

 従来の「営業収益」は「売上高」と表示すること、ま

た、従来の「営業費用」は「売上原価」と「販売費及び一

般管理費」に区分表示した上で「売上総利益」を算出して

表示することに当第１四半期連結会計期間より変更してお

ります。なお、当第１四半期連結会計期間における「売上

原価」は、前連結会計年度における「事業費」に相当致し

ます。 
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【追加情報】 

【注記事項】 

（四半期連結貸借対照表関係） 

（四半期連結損益計算書関係） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

 （四半期連結貸借対照表） 

 当社及び連結子会社である株式会社ＷＯＷＯＷコミュニ

ケーションズは従来、役員の退職慰労金の支払に備えて役

員退職慰労金規程に基づく要支給額を役員退職慰労引当金

として計上しておりましたが、当社は平成20年６月24日開

催の定時株主総会において、また、株式会社ＷＯＷＯＷコ

ミュニケーションズは平成20年６月20日開催の定時株主総

会において、役員退職慰労金制度廃止に伴う打ち切り支給

の件が承認可決されたため、同制度を株主総会終結の時を

もって廃止しております。この結果、「役員退職慰労引当

金」を「固定負債 その他」に振り替えております。 

  なお、当第１四半期連結会計期間末において「固定負債

その他」に含まれる役員退職慰労金の未払額は、171百万

円であります。 

当第１四半期連結会計期間末 
（平成20年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、11,913百万円で

あります。 

 ２ 保証債務 

   金融機関からの借入金に対する保証債務 

    関係会社 

    ㈱放送衛星システム        880百万円 

 ３ 当座貸越契約及びコミットメントライン契約 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取

引銀行５行と当座貸越契約及び貸出コミットメン

トライン契約を締結しております。これらの契約

に基づく当四半期連結会計期間末の借入未実行残

高は次のとおりであります。 

当座貸越極度額及び 

貸出コミットメントの総額 
6,000百万円

借入実行残高 600 

 差引額 5,400 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、11,660百万円で

あります。 

 ２ 保証債務 

   金融機関からの借入金に対する保証債務 

    関係会社 

    ㈱放送衛星システム        928百万円 

 ３ 当座貸越契約及びコミットメントライン契約 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取

引銀行５行と当座貸越契約及び貸出コミットメン

トライン契約を締結しております。これらの契約

に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次

のとおりであります。 

当座貸越極度額及び 

貸出コミットメントの総額 
6,000百万円

借入実行残高 － 

 差引額 6,000 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次の通りであります。 

広告宣伝費      1,603百万円

人件費 1,349 

代理店手数料 1,286 

賞与引当金繰入額 96 

退職給付費用 48 

貸倒引当金繰入額 20 

役員退職慰労引当金繰入額 10 
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（株主資本等関係） 

当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至

平成20年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

 配当金の支払額 

（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 放送事業に関するサービスを行う単一事業のため、当第１四半期連結会計期間における事業の種類別セグメン

ト情報は記載しておりません。 

【所在地別セグメント情報】 

 当第１四半期連結会計期間において、本国（日本）以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支

店がないため記載しておりません。 

【海外売上高】 

 当第１四半期連結会計期間において、海外売上高がないため記載しておりません。 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

           （平成20年６月30日現在）

現金及び預金勘定 5,198百万円

有価証券に含まれる

譲渡性預金  250百万円

現金及び現金同等物 5,448百万円

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当四半期連結会計
期間増加株式数
（株） 

当四半期連結会計
期間減少株式数
（株） 

当四半期連結会計
期間末株式数
（株） 

発行済株式         

普通株式 144,222 － － 144,222 

合計 144,222 － － 144,222 

自己株式         

普通株式 － － － － 

合計 － － － － 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成20年５月15日 

取締役会 
普通株式 432 3,000 平成20年３月31日 平成20年６月４日  利益剰余金 
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（有価証券関係） 

当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日） 

 有価証券の当第１四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が

ありません。 

（デリバティブ取引関係） 

当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日） 

 デリバティブ取引の当第１四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が

ありません。 

（ストック・オプション等関係） 

当第１四半期連結会計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日） 

該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純損失金額等 

 （注） １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

（重要な後発事象） 

当第１四半期連結会計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日） 

該当事項はありません。 

（リース取引関係） 

当第１四半期連結会計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりま

すが、当第１四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められない

ため記載しておりません。 

２【その他】 

 該当事項はありません。 

当第１四半期連結会計期間末 
（平成20年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日） 

１株当たり純資産額 111,552.87円 １株当たり純資産額 114,685.66円

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純損失金額(△) △3,055.79円

  
当第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

四半期純損失(△)（百万円） △440 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － 

普通株式に係る四半期純損失(△)（百万円） △440 

期中平均株式数（株） 144,222 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成20年８月８日

株式会社ＷＯＷＯＷ 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

 
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 神 尾 忠 彦 

 
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 原 科 博 文 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている 

株式会社ＷＯＷＯＷの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年

４月１日から平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計

算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＷＯＷＯＷ及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別

途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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